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就労支援サービス

問題 143　福祉と就労などに関する次の記述のうち，最も適切なものを 1 つ選びなさ

い。

1　ワークフェアとは，柔軟な労働市場を前提とし，他の労働市場に移動可能な就労

支援プログラムを提供するシステムである。

2　ベーシックインカムとは，権利に基づく福祉給付を得るときに，就労という義務

を課す政策である。

3　アクティベーションとは，福祉と就労を切り離し，国民に対して最低限の所得保

障給付を行う政策である。

4　ディーセント・ワークとは，働きがいのある，人間らしい仕事のことをいう。

5　アウトソーシングとは，職場や地域における性別役割分担を見直そうとする考え

方である。
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問題 144　有期雇用労働者などの保護を定める労働法規に関する次の記述のうち，最

も適切なものを 1 つ選びなさい。

1　「パートタイム・有期雇用労働法」では，事業主は，通常の労働者と短時間・有期

雇用労働者との間で不合理な待遇差を設けないよう努めなければならないと定めら

れている。

2　「パートタイム・有期雇用労働法」では，事業主は，短時間・有期雇用労働者から

の求めに応じ，通常の労働者との待遇差の内容や理由などについて説明しなければ

ならないと定められている。

3　労働契約法では，有期労働契約による労働者について，その契約期間が満了する

までの間において，やむを得ない理由がなくても解雇できると定められている。

4　労働契約法では，有期労働契約が反復更新されて通算 3年を超えたときには，労

働者からの申込みにより，当該契約は無期労働契約に転換されると定められている。

5　短時間・有期雇用労働者は，労働者災害補償保険法の適用対象とはならない。

（注）　「パートタイム・有期雇用労働法」とは，「短時間労働者及び有期雇用労働者の

雇用管理の改善等に関する法律」のことである。
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問題 145　「障害者雇用促進法」が定める雇用義務に関する次の記述のうち，正しいも

のを 1 つ選びなさい。

1　精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている精神障害者は，雇用義務の対象とな

る。

2　雇用率のカウントに際し，重度の知的障害者を 1人雇用したときは，重度以外の

知的障害者を 3人雇用したものとして扱われる。

3　民間企業の法定雇用率は，国・地方公共団体の法定雇用率より高く設定されてい

る。

4　厚生労働大臣は，法定雇用率未達成の民間事業主の企業名を公表しなければなら

ない。

5　地方公共団体は，法定雇用率未達成の場合に，不足する障害者数に応じて納付金

を納付しなければならない。

（注）　「障害者雇用促進法」とは，「障害者の雇用の促進等に関する法律」のことである。
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問題 146　事例を読んで，福祉事務所のＫ生活保護現業員（社会福祉士）の対応に関す

る次の記述のうち，最も適切なものを 1 つ選びなさい。

〔事　例〕

Ｌさん（28 歳）は，両親（父 68 歳，母 66 歳）と同居し，両親の基礎年金と父のア

ルバイト収入により， 3人家族で生活している。Ｌさんは，健康状態に問題がある

ようには見えないにもかかわらず，仕事をせずに自宅に引き籠もる生活を数年続け

ている。世帯主である父親が病気で入院し，蓄えも尽き，医療費の支払いも困難に

なったため，Ｌさん家族は 1か月前から生活保護を受けるようになった。担当のＫ

生活保護現業員は，Ｌさんに対し，面談を行うなどして就労を促しているが，Ｌさ

んは，体調が優れないことを理由に働こうとしない。そこで，Ｋ生活保護現業員は，

次の段階としてＬさんにどのような対応をとるべきか，検討することにした。

1　生活保護現業員による指導・指示に従わないことを理由とする保護の停止に向け

て，書面で就労を促す。

2　Ｌさんを世帯分離して，保護の必要性の高い父親と母親だけに保護を適用する。

3　医療機関での受診を促し，その結果を基にケース診断会議等によりＬさんの就労

阻害要因を探る。

4　早急に仕事に就くという自立活動確認書を作成するようＬさんに命じる。

5　不就労がこのまま継続すると，稼働能力の不活用により保護の打ち切りが検討さ

れることになる旨を説明し，Ｌさんに就労を促す。


